※学校内資料（生徒等には配布しないもの。）
被災生徒奨学資金　Ｑ＆Ａ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(H29.6月版）
◆　募集期間について
	Ｑ１
	　募集期間以後の申込は受付けされないのでしょうか？

	Ａ１
	　原則として募集期間内での受付となりますが，募集期間終了後に貸付対象者に該当することが判明した場合などは，柔軟に対応しますので，お問い合わせ下さい。



	Ｑ２
	　通知にある提出期限は，宮城県教育委員会への提出期限か，学校への提出期限か。

	Ａ２
	　宮城県教育委員会への提出期限です。生徒からの提出期限（学校内の募集期間）は，
それぞれの学校で個別に設定してください。




◆　貸付対象者の該当事項について
	Ｑ３
	　宮城県内の学校に在籍していなければ申請できないのでしょうか。

	Ａ３
	　本人（生徒）の在籍校の所在地は問いません。
　被災生徒奨学資金は，被災時及び貸付申請時に，保護者が宮城県に在住している場合
に申請を受付します。また，被災時に宮城県に在住し，被災によって他県に一時避難し
ている場合（貸付申請時は他県在住）も申請を受付します。



	Ｑ４
	　申請した場合は，全員が必ず貸付を受けられるということになるのでしょうか。審査があって，対象から外れるということもあるのでしょうか。

	Ａ４
	　申請者については，学校において資格を確認していただいておりますが，収入減等の要件の場合，貸付対象者の該当事項に照らし合わせて県教育委員会が判断を行います。審査基準を満たさない場合は対象から外れることもあります。
　被災生徒奨学資金に該当しない場合でも，従来からの高等学校等育英奨学資金に該当する場合がありますので，要件をご確認ください。



	Ｑ５
	　平成２９年度から貸付対象者の要件に「就学支援金等支給の有無」が加わりましたが，どういうことでしょうか。

	Ａ５
	　平成２８年度までは，家屋被害，人的被害，収入減等の基準により貸付を決定してきましたが，平成２９年度から，前述の被害を受け，現在においても修学が困難な状況である生徒を対象とする際の「修学が困難な状況」を，就学支援金や学び直しへの支援金の支給の有無，また，これらの支援金支給対象外の生徒については就学支援金支給要件を満たしているかどうかで判断することとしました。従って，家屋被害，人的被害，収入減等の被害があり，かつ，就学支援金等の受給者が貸付対象者となります。



	Ｑ６
	　貸付対象者の該当事項以外で修学困難な生徒は申請できないのでしょうか。

	Ａ６
	　被災生徒奨学資金は，震災により被災し，経済的に修学が困難となった生徒を対象にしています。この該当事項以外での申込はできません。



	Ｑ７
	　「２　貸付対象者（１）」にある「全半壊・全半焼またはこれに準ずる被災」の範囲とは。

	Ａ７
	　これに準ずる被災とは，校長が全半壊・全半焼と同等の被災と認めるものです。







	Ｑ８
	　「貸付対象者（１）」にある「家屋」には居住しない自営の店，工場，船舶，養殖（定置網等）場も含まれるのでしょうか。

	Ａ８
	　「２　貸付対象者（１）」には含まれません。
　ただし，「２　貸付対象者（３）」により収入が２分の１以下に減収又は「２　貸付対象者（４）」により校長が特に判断し県教育委員会が認めた場合は対象となります。



	Ｑ９
	　「２　貸付対象者（３）」にある「主たる家計支持者」には，家計支持者の配偶者，家計支持者の被扶養者等は該当しないということか。

	Ａ９
	　お見込みのとおりです。



	Ｑ１０
	　「２　貸付対象者（３）」にある「おおむね１／２以下に減収」の判断基準は。

	Ａ１０
	　Ｑ１２を参照願います。　



	Ｑ１１
	　主たる家計支持者の収入減を確認する場合の収入とは。

	Ａ１１
	　被災生徒奨学資金の貸付対象者の該当事項においては，所得税が課税される収　　　入をいいます。
　雇用保険の失業給付，生活保護の給付金，生命保険・損害保険の保険金，義援金等は収入と見なしません。



	Ｑ１２
	　収入減を確認する場合，どのような添付書類が必要か。

	Ａ１２
	　①　平成２９年度においては，平成２２年及び平成２８年分の課税証明書（市町村発
　　行）や源泉徴収票，その他平成２２年及び平成２８年分の収入が比較できる書類を
　　確認し，平成２８年分の収入が平成２２年分の概ね３割以上の減収となっている場
　　合に，「収入が２分の１に減収した」とみなします。
　　　※　震災から６年経過していることから，震災前である平成２２年分の所得証明
　　　　書が市町村等で発行できなくなりつつあります。「被災についての申出書」に
　　　　平成２２年の収入額や震災時における主たる家計支持者の勤務先の被害状況
　　　　を証明していただく欄を設けました。これらの証明を基に収入２分の１減を判
　　　　断したいと考えています。
　　　　　具体的には，平成２２年分の収入額がわからない場合であっても，「震災に
　　　　よる社員等の離職（一時離職を含む。）又は３ヶ月以上の減給措置等の有無」　　
　　　　欄が「ア　有」の場合は，平成２３年において１／２以上の収入減があった，
　　　　とみなします。
　　　　　「被災についての申出書」への会社証明が得られなかった場合は，収入に関　　
　　　　する公的証明書等を提出できない理由及び当該年収額を「被災についての申出
　　　　書」に記載し，併せて当該年の給与支給明細書等の年収額を算出した根拠資料
　　　　を提出してください。

　②　主たる家計支持者の勤務先，自営店舗等の被災が確認できる書類
　　　（被災証明書，雇用保険被保険者離職票等の写し等。なお，直接的な被害はなく
　　　業績悪化による場合は，その具体的な状況を「被災についての申出書」に記載し
　　　てください。）

　③　天災融資法の適用を受け，経営資金等の融資を受けた場合は，証書の写し等
　
　※確認書類は，全て写し（コピー）も可です。



	Ｑ１３
	　収入減をどのような書類で確認するのか。
　　例１）　会社員で会社が流失し失業した場合，失業手当の給付で確認すると，通常　
　　　　　の退職との区別がつくのか。
　　例２）　退職はしてないが，被災した後これまでの間に，被災による理由で大幅な
　　　　　収入減になった場合はどうするのか。
　　例３）　自営の酪農家で福島原発の影響で牧草が使用できず，飼料代がかかり収入
　　　　　減になった。

	Ａ１３
	　Ａ１２の添付書類だけでは判断し難い場合は，保護者から提出される申出書及び証明書類により貸付対象者の該当事項に照らし合わせて判断いただきます。
　なお，この奨学金は東日本大震災により被災した生徒を支援する趣旨ですので，趣旨に合致するかを充分に確認してください。
　自営業者等で必要経費の支出増加に伴い収入減になる場合は，支出の増加がわかる書類の添付をお願いします。



	Ｑ１４
	　「校長が特に必要と判断し県教育委員会が認めたもの」を判断する場合，事前に県教育委員会に照会し承認後判断ということになるのでしょうか。それとも校長が独自に判断してよいのか。

	Ａ１４
	　生徒の現状を把握されているのは各学校の教職員であると考えます。県教育委員会は校長の判断を受け検討を行いますので，事前の県教育委員会の承認は不要です。



	Ｑ１５
	　福島第一原子力発電所の事故の影響で宮城県に移住し，本校に転入した生徒は貸付対象者となるのか（家が被災している者と被災していない者がいる）。

	Ａ１５
	　平成２３年３月１１日に発生した福島第一原子力発電所の事故に伴う，警戒区域（避難指示区域）又は計画的避難区域に居住していた生徒及び緊急時避難準備区域，屋内退避指示が出た区域に居住していて市町村の判断により避難した生徒が区域外に避難した場合も，東日本大震災での被災と定義されていますので，家屋等に被害がない場合でも，修学が困難な状況にあれば貸付対象者となります。
　ただし，平成２９年度から，申請時において避難指示区域が解除されている場合は貸付対象者とはなりません。



	Ｑ１６
	　「２　貸付対象者（１）」では，生徒の居住する家屋となっているが，震災以前より生徒と保護者が別居していて，保護者の居住する家屋が被災した場合，貸付対象者になるのか。

	Ａ１６
	　「校長が特に必要と判断し県教育委員会が認めたもの」に該当する場合があります。
　必要と判断されれば，り災証明書等により，貸付対象者の該当事項に照らし合わせて判断してください。




◆　保証人について
	Ｑ１７
	　保証人に関してはどうなりますか。

	Ａ１７
	　保証人については，奨学生と連帯して債務を負担する保証人として，保護者等の１名をお願いします。











	Ｑ１８
	　保証人となる条件はあるか。

	Ａ１８
	　保証人は，保護者及び後見人等となります。ただし，両親を亡くし後見人・里親がまだ決まっていない生徒については，現在，生徒の生計を維持している方となります。
　また，原則として，収入のある方を保証人としてください。（この場合の収入には，年金・児童扶養手当・失業給付等を含みます。生活保護費の受給者は，保証人になれません。）




◆　奨学資金の償還について
	Ｑ１９
	　奨学資金の償還について，「高等学校等を中途退学した場合，就職時の年間収入見込額が基準収入額を下回る場合」とあるが，「基準収入額」とはいくらか。

	Ａ１９
	　平成２９年度分については，平成２８年度と同額の３３０万円（平成２８年度分については通知済）です。
　国が行っている「職種別民間給与実態調査」等，公的統計調査に基づき決定します。
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◆　申請書類について
	Ｑ２０
	　添付書類を提出できない場合は，そのままで申請できるか。

	Ａ２０
	　原則として申請を受付できませんが，添付書類を提出できない理由等を伺いますので，個別にお問合せください。




◆　従来の高等学校等育英奨学資金貸付との関連について
	Ｑ２１
	　償還の時に返さなくても良いことになる可能性も出てくるならば，従来の在学奨学生や緊急採用の生徒も「被災生徒奨学資金」に移行できるのでしょうか。

	Ａ２１
	　従来の奨学金と併給は可能です。しかし，これまで貸付されている奨学金との借り換えは制度上できません。被災生徒奨学資金を申請し，現在貸付されている奨学金を辞退することは可能です。



	Ｑ２２
	　貸付金額や貸付期間は，通常の家計急変と同様なのでしょうか。

	Ａ２２
	　被災生徒奨学資金は，従来の奨学資金とは別のものです。
　貸付金額は一律月額２万円（年間２４万円）です。
　貸付対象期間は当該年度の１年間です。（年度ごとに申請が必要です。）



	Ｑ２３
	　他の奨学金との併用は可能ですか。

	Ａ２３
	　高等学校等育英奨学資金との併用は可能ですが，他の団体の奨学金では併用不可としている場合がありますので，それぞれの団体にご確認ください。



	Ｑ２４
	　来年度も募集があるのでしょうか。

	Ａ２４
	　被災生徒奨学資金は，国の単独年度交付金事業です。
　来年度については，国の事業が決定されましたら募集通知を行います。



